
価格転嫁の円滑化により地域経済の活性化に取り組む共同宣言式 

 

３月２４日（金）当協会（熊澤会長）を含めた山形県内の経済、労働者、行政の１１団体

がコスト増加分を円滑に価格転嫁して地域経済を活性化につなげるため、共同宣言を行っ

た。 

県内の中小企業・小規模事業者が、高騰する原材料費、エネルギーコスト、人件費等の上

昇分を十分に価格転嫁できない現状を踏まえ、適切に価格へ転嫁することについての機運

を醸成するとともに、価格転嫁により経営の安定や生産性向上を図り、賃金の引き上げに繋

げることで地域経済の活性化に寄与することを目的とする。 

また、（１）必要なコストを適切に価格転嫁する環境を整え、取引価格に円滑に反映され

るよう、価格転嫁に関する支援策、各種情報等を共有、周知する。（２）「パートナーシップ

構築宣言」の普及拡大に努めるとともに、この宣言の趣旨を理解し、発注者に対して価格交

渉を誠実に実施するよう働きかける。（３）講習会やセミナーなどを通じて、県内企業の価

格転嫁や賃上げに関する理解促進に努めるとともに、それらに関する相談に積極的に対応

する。（４）賃上げに関する助成金制度や支援策について県内企業へ周知し、賃上げできる

環境を整備する。以上４項目について相互と連携し、実施することを実施項目に掲げ、共同

宣言式が行われた。 

出席者は、以下の通り 

・山形県知事           吉村 美栄子 様 

・東北経済産業局産業部長     鈴木 光弘 様 

・山形労働局長          小森 則行 様 

・東北運輸局山形運輸支局長    宮嶋 睦男 様 

・山形県経営者協会会長      寒河江 浩二 様 

・山形県商工会議所連合会会長   矢野 秀弥 様 

・山形経済同友会副代表幹事    榊原 憲二 様 

・山形県中小企業団体中央会会長  安房 毅 様 

・山形県商工会連合会会長     小野木 覺 様 

・山形県トラック協会会長     熊澤 貞二 様 

・連合山形会長          舩山 整 様 

（以上、１１団体） 

 


